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１ 

部の

使命 

市の会計事務を統括する組織として、現金、有価証券の出納・保管、現金及び財産

の記録管理、決算の調製を担うとともに、各部局の正確かつ迅速な会計事務の遂行を

支援することにより、適正で効率的な会計事務の実現を図り、市民の期待に応えま

す。 

【令和５年度評価】 

支払調書の適正な審査及び支払処理、日々の確実な収入金処理、決算書の作成、源

泉徴収票の作成等、法令にもとづく年間の会計事務について計画どおりに実施する

ことができた。 

基金（一般会計分）については、令和５年度末残高が139.8億円と前年度から13.4

億円の減となったが、10億円の債券を購入し、低金利状況が継続する中、利子収入の

確保に努めた。 

 

２ 

それ

まで

の経

営評

価 

【令和５年度実績】 

〇支払遅延件数の減少/債権者からの支払請求から40日を超える調書については、 

「遅延理由書」添付させるとともに、担当者をその都度指導した。支払遅延件数は 

把握していないが、年間十数件程度と減少している。 

〇不適格調書数の減少/ （例月検査指摘件数）R4年度52件⇒R5年度26件 

〇会計事務研修会の実施/令和５年11月７日,８日実施 

【評価】 

 「支払遅延」の件数については、確実に前年度よりも減少してきていると考えてい

る。例月検査における「不適格調書」の件数は前年度から半減し、指摘なしの月も３

回あった。 

【対応】 

 令和６年度以降も、基金の一括運用のメリットを生かし、計画的かつ積極的に債券

の購入を行っていく。 

 

３   

外部

環境 

 

◎機会 

 【経済】コンビニ納付、スマホ決済等納付方法の多様化。特に地方税共通納税シス

テム（地方税統一QRコード付き納付書）の対象範囲が税全般に拡大すると

ともに、今後は税以外の公金にも拡大する見込みである。 

▼脅威 

 【経済】①口座振替データの伝送コストの増加 

     ②振込手数料の有料化（令和６年10月から） 

 

４   

内部

環境 

〇強み 

 【使命】使命が明確になり組織力の発揮が可能 

【協働】財政担当部局との連携による計画的な資金運用を行う 

▽弱み 

【人材】少人数の職員体制 

 



５ 

重要

経営

課題 

●市民に信頼される、適正かつ効率的な会計事務の執行 

●歳計現金及び基金に属する現金等の確実かつ効率的な管理・運用 

●日常の調書審査及び会計事務研修を通じての職員の資質向上 

●キャシュレス化に伴う収納方法の多様化への対応 

●正常な業務（経営）遂行を図るための心理的安全性の高い職場づくり 

 

６ 

部の

経営

体制 

【所管課】会計課 

【人員】部長１名、課長１名、職員１名、会計年度任用職員１名 

【歳入予算】基金利子収入（27,241千円）、市預金利子収入（150千円） 

【歳出予算】会計管理費（6,434千円）、基金利子積立（27,241千円） 

 

７ 

部の

経営

目標 

・支払遅延件数の減少  

・不適格調書数の減少  

・基金の効率的運用 

・会計事務研修会の実施  

・指定及び収納代理金融機関検査の実施  

・キャシュレス化に伴う収納方法の多様化への対応 

 

８ 

部の

経営

方針 

【市民】窓口における丁寧な市民対応と確実な公金の収受 

【経営】基金の一括運用による効率的運用の強化 

【協働】各部局との連携による適正な会計事務の遂行 

【人材】適正な事務の指導や各種研修等を通じて、職員の会計事務処理能力の向上を 

図る 

【改善】業務改善による効率的な会計事務の遂行 

 

９ 

部の

重要

政策

の取

組内

容 

【拡大】基金の一括運用のメリット生かし、債券運用の計画的運用を図る。 

    目標/R6年度 10億円の債券購入 

 

10 

経営

の仕

組み

に関

する

取組

内容 

 行政経営改革プランのとおり 

 


